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【開催日】 平成３０年８月３１日 

【開催場所】 議場 

【開会・散会時間】 午後１時～午後１時５０分 

【出席委員】 

委 員 長 矢 田 松 夫 副 委 員 長 河 野 朋 子 

委   員 伊 場   勇 委   員 大井 淳一朗 

委   員 岡 山   明 委   員 奥   良 秀 

委   員 河 﨑 平 男 委   員 笹 木 慶 之 

委   員 水 津  治 委   員 杉 本 保 喜 

委   員 髙 松 秀 樹 委   員 恒 松 恵 子 

委   員 中 岡 英 二 委   員 中 村 博 行 

委   員 長谷川 知司 委   員 藤 岡 修 美 

委   員 松 尾 数 則 委   員 宮 本 政 志 

委   員 森 山 喜 久 委   員  山 田 伸 幸 

委   員 吉 永 美 子   

 

【欠席委員】 

 なし 

 

【委員外出席議員等】 

議   長 小 野   泰   

 

【執行部出席者】 

副   市   長 古 川 博 三 企 画 部 長 清 水   保 

企画部次長兼財政課長 篠 原 正 裕 財 政 課 主 幹 梅 田 智 幸 

財政課課長補佐 大 濵 史 久 財政課調整係長 鈴 木 一 史 

企 画 政 策 課 長 和 西 禎 行 企画政策課課長補佐  杉 山 洋 子 

企画政策課企画係長  宮 本   渉   

 

【事務局出席者】 

事 務 局 長 中 村   聡 議会事務局次長 石 田   隆 

主査兼庶務調査係長 島 津 克 則 書    記 原 川 寛 子 

書    記 光 永 直 樹   

 

【付議事項】 

１ 議案第５８号 平成２９年度山陽小野田市一般会計歳入歳出決算認定につ

いて 
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午後１時 開会 

 

 

矢田松夫委員長 ただいまから一般会計予算決算常任委員会を開会いたします。

午前中の本会議で、当委員会に付託された議案第５８号、平成２９年度

山陽小野田市一般会計歳入歳出決算認定の審査方法については、事業審

査を中心に行います。事業についての資料を執行部に提出を求め、皆様

にお配りしておりますので、まずは、その資料について執行部の説明を

求めます。 

 

和西企画政策課長 平成２９年度一般会計決算の審査に先立ち、審査資料とな

っております事務事業評価シートについて概要を御説明します。事務事

業評価は、事業担当課が事業の成果を検証し、事業の改善を図るために

行うもので、ＰＤＣＡサイクルのＣ、チェックに当たるところです。こ

の事務事業評価による事業の振り返りは、総合計画の各施策への貢献度

の検証、事業のスクラップアンドビルドや市民サービスの質の向上等に

活用することができます。その手法の一つとして、事務事業評価シート

を活用していますが、これは、総合計画を構成する基本構想、基本計画、

実施計画のうち、一番下の実施計画を構成する個別具体的な事務事業に

ついて作成するものです。２９年度の事務事業評価については、①評価

を実施する事業の絞込み、②評価シートの様式の一部変更という２点の

改善を行い、事業担当課が設定する指標の精度を上げること、３１年度

に向けた事業の方向性を打ち出すことを目指しました。改善内容①評価

を実施する事業の絞り込みについて御説明します。２８年度までの事務

事業評価シートでは、経常的経費、臨時的経費にかかわらず、全ての事

務事業の作成を行っていましたが、２９年度の事務事業評価は、義務的

又は継続的な支出が中心の経常的経費の事務事業評価シートを作成せず、

政策的な要素の強い臨時的経費に絞って、事務事業評価シートを作成し

ました。そうすることで、一つ一つの事業についてじっくりと検証し、

事務事業評価を次年度以降の実施計画や予算要求に、事業担当課、企画

政策課双方が活用できるようになることを目指しました。次に、改善点

②事務事業評価シートの記載する項目、内容の変更についてです。資料

１を例示しながら御説明します。資料１「事務事業評価シートの記入例」

を御覧ください。記入例は「ふるさと山陽小野田応援事業」、サポート

寄附金、いわゆるふるさと納税に関するものです。「平成２９年度事務

事業評価シート」と書いてある下の四角囲い、左端に「施策体系」とあ

りますが、ここでは、評価対象事業の総合計画の施策における位置付け
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を記載しています。２９年度までは第一次山陽小野田市総合計画の計画

期間となりますので、ここの施策体系は第一次総合計画のものです。例

の「ふるさと山陽小野田応援事業」は大項目「効率的で効果的な行財政

基盤づくり」、中項目「財政運営の健全化」、小項目「自主財源の確保」

を総合計画の施策の位置付けられるものです。その下の四角囲いには、

事業概要、事業の対象、手段、意図を記載しています。例の場合、事業

概要はサポート寄附に関する事業内容、「対象」は誰に対して事業を行

うのかということから「本市を応援したい方」、「手段」はどのような

方法で事業を行うのかということから「サポート寄附金の受入、返礼品

の送付。チラシ配布等による制度の周知」、「意図」はこの事業によっ

てどのようになっていくのかということから「自主財源の確保及び地域

経済の活性化」としています。その下の二つの四角囲いは「歳出・歳入」

についてです。２７年度から２９年度までは決算額、３０年度は予算額

を記載します。２８年度の様式では、２８年度の予算決算額のみを記載

していましたが、今回、３年間の実績額と翌年度の予算額を記載するよ

うに変更しました。これは、真ん中やや下の四角囲い「活動指標又は成

果指標」に合わせた形としたためです。２７年度から２９年度までの３

年間の事業費と「活動指標又は成果指標」、例では「チラシ配布枚数」

「サポート寄附件数」「サポート寄附金額」の３年間の推移と対比しな

がら、歳入、歳出額を把握できるようにしました。次にその下の段の四

角囲い、左から「会計種別」、「Ｈ２９人件費概算」、「交付税算入」

についてです。「会計種別」は、一般会計又は特別会計の種別などを記

載します。「Ｈ２９人件費概算」については、事業に関わる「人件費」

の部分を把握するためのものです。例では、サポート寄附の受入れとサ

ポート寄附のお礼として返礼品を寄附者へ送付することが主な業務です

が、その業務に年間どれだけの職員が関わっているのかを示す人工数０．

５に職員の平均給与額を掛け、人件費は２７１万４，２９７円となりま

した。２９年度の決算額としてある１，３４６万６１３円とは別にこれ

だけのコストが掛かったことが把握できます。「交付税算入」について

は、評価する事業に普通交付税や特別交付税の算入の有無について記載

します。次にその下の四角囲い「活動指標又は成果指標」についてです。

指標は事務事業の具体的な活動実績や事業によって得られた成果を測る

もので、翌年度以降の事業の見直しに生かすことを目的として設定して

います。２７年度から２９年度までは上段の目標、中段の実績、下段の

達成率を記載し、３０年度は上段の目標を記載します。この欄につきま

しても、２８年度のシートから変更があります。２９年度から、事業担

当課が設定した指標が活動指標であるのか、又は成果指標であるかを明
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確にするために、活動指標であれば「活動」、成果指標であれば「成果」

と入力する欄を設けました。なお、「活動指標」とは、事務事業の目的

を達成するために、どれだけの行政活動を行うかを示すものであり、シ

ートの上の方の四角囲い、右側の「対象」「手段」「意図」とあるとこ

ろの「手段」を数値化するものです。一方、「成果指標」とは事務事業

を行うことによって、どの程度、意図が実現したかを示すものであり、

「対象」「手段」「意図」のうち、「意図」を数値化するものです。例

で御説明します。１「チラシの配布枚数」は活動指標です。この事業の

「手段」は「サポート寄附金の受入、返礼品の送付。チラシ配布等によ

る制度の周知」とありますので、どれだけ多くの人に本市のサポート寄

附制度を知ってもらうかを指標とし、「チラシ等の配布枚数」を具体的

な活動指標として設定しました。２「サポート寄附件数」、３「サポー

ト寄附金額」は成果指標です。この事業の意図は「自主財源の確保及び

地域経済の活性化」としていますので、自主財源の確保に関する指標と

して、「サポート寄附件数」及び「サポート寄附金額」を成果指標とし

て設定しました。「意図」には、「地域経済の活性化」ともあります。

これは、返礼品を市内事業者へ発注することで事業者の売上げが伸びて

いき、地域経済の活性化が図られることが想定できるからです。指標と

して「小売事業所の年間販売額」などが考えられますが、この事業のみ

の成果として設定するのは難しいこともありますので、意図の「地域経

済の活性化」の部分は成果指標からは外しています。このように成果指

標については「意図」から指標を設定しているのですが、成果指標を設

定することが難しい場合は、活動指標のみ指標として示しています。続

きまして「活動指標又は成果指標」欄の下の四角囲い、左端の「Ｈ２９

目標達成度」についてです。目標達成度は成果指標に基づいて判定し、

成果指標の設定がない場合は、活動指標に基づき判定します。２８年度

までは事業担当課の主観で「良い」「普通」「悪い」などを記載してい

ましたが、２９年度からは目標達成度の判定基準を設ける変更を行いま

した。お配りした資料２「１、Ｈ２９目標達成度について」を御覧くだ

さい。例えば、目標達成度「Ａ」は達成率が１００％以上の場合又は「目

標値」を数値ではなく言葉で表している場合で、達成率が１００％以上

と考える場合です。以下、それぞれ、達成率にあわせて、「Ｂ」「Ｃ」

「Ｄ」の区分を設定しています。例では、成果指標である２「サポート

寄附件数」、３「サポート寄附金額」が二つとも１００％を超えて高い

達成率となっていますので「Ａ」判定としました。次に「Ｈ２９目標達

成度」欄の右側、「課題及び改善策」についてです。ここでは、２９年

度の目標達成度のほか、事業の計画から実施までの過程において気付い
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たことや、他市の同様の事務事業との比較などから改善できることにつ

いて事業担当課内で話し合い、課題や問題点、改善点及びその方策を記

載します。ここで出た改善点やその方策は、次年度以降の実施計画の事

務事業調書に反映させていきます。「課題及び改善策」欄の右側、「今

後の方向性」について御説明します。この欄につきましては、２８年度

のシートから変更を行いました。２８年度までは「計画どおり事業を進

める」、「事業の進め方に改善が必要」又は「事業の休止、廃止の検討

が必要」など、大まかな方向性を示す評価項目でした。２９年度から「成

果の方向性」と「コスト投入の方向性」から今後の事業の方向性を判断

する項目に変更しました。クロスする欄、①から⑦のそれぞれの視点を

資料２の「２、今後の方向性について」で御説明させていただきます。

まず、①です。これは、総合計画の施策や成果指標等を踏まえて、本事

業が有効と判断し、今後コストと成果のいずれも拡大する場合です。②

は、総合計画の施策や成果指標等を踏まえて、本事業が有効と判断し、

今後コストを維持しつつ、業務の改善などで、成果を拡大する場合です。

③は、総合計画の施策や成果指標等を踏まえて、本事業が有効と判断す

るものの、今後コストは縮小し、業務の改善や事業の実施主体の変更、

受益者負担を検討するなど効率性を向上させることで、成果を維持する

場合です。④は、総合計画の施策や成果指標等を踏まえて、本事業が有

効と判断するものの、今後コストは縮小し、業務の改善や事業の実施主

体の変更、受益者負担を検討するなど効率性を向上させることで、成果

を拡大する場合です。⑤は、総合計画の施策や成果指標等を踏まえて、

本事業が有効と判断し、今後コストを維持し、成果も維持して事業を実

施する場合です。⑥は、総合計画の施策や成果指標等を踏まえて、本事

業が事業の統合、規模、内容、実施主体の見直し等が必要と判断し、今

後コストと成果のいずれも縮小する場合です。⑦は、総合計画の施策や

成果指標等を踏まえて、本事業が事業の休止、廃止が必要と判断し、今

後事業を終了する場合です。以上の観点から、２９年度の目標達成度並

びに課題及び改善策等を踏まえて、事業担当課が「成果の方向性」と「コ

スト投入の方向性」から今後の事業の方向性を判断し、①から⑦までの

該当する箇所にチェックを一つ入れます。例「ふるさと山陽小野田応援

事業」では、事業担当課は、自主財源の確保のために有効な事業と判断

し、「課題及び改善策」に記載した更なる寄附額の増額やそのための方

策として返礼品の拡充や業務内容の見直しを踏まえて、３１年度以降に

寄附額を増加することとそのためにコストを投入していくという方向性

を打ち出し、①を選択しています。この変更により、総合計画の各施策

の目的を達成していくために、事業の「成果」「コスト」の点から、事
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業の方向性を打ち出すことができ、次年度以降の実施計画の作成に有効

に活用することを目指しています。事務事業評価シートの説明について

は以上です。今後につきましても冒頭申しましたとおり、ＰＤＣＡのＣ

である事務事業評価が効果的に実施できるように、また、事業担当課が

そのＰＤＣＡサイクルを意識した事業展開が行えるように、評価方法に

ついては適宜改善を図ってまいりたいと考えております。説明は以上で

す。 

 

矢田松夫委員長 事業の審査は各分科会で行いますが、様式や資料の見方等で

質疑がありましたら、ここでお願いします。 

 

杉本保喜委員 資料の今後の方向性、一番右下ですが、ここの成果の方向性４

項目、コスト投入の方向性４項目上がっているんですけれど、この説明

の中で成果の方向性のところで上のほうに拡充と書いてあるんですよね。

拡充と拡大とどのような意味合いがあるのか、説明してください。資料

２のほうでは成果を拡大すると②のほうは書いてあるんです。この辺り

がどういうふうな意味合いがあるのか教えてください。 

 

杉山企画政策課課長補佐 拡充と拡大、成果とコスト投入の表と資料２の説明

が拡充という言葉と拡大が不一致ということだったんですけれども、資

料１につきまして、こちらが他市等の記載のものですとか、研修等でこ

れがいいと思って企画政策課で上げています。この資料２のマニュアル

はうちがこれを分かりやすくするために作りましたので、そちらを作る

ときに申し訳ありません、言葉が不一致となっておりますが、コストは

基本的に拡大、成果は拡大よりは拡充という言葉で、基本的にはよその

市で使われていますので、そのままこちらも取ってきたということで、

拡大と拡充の厳密な深い違いというものまでは意識して作っているもの

ではありません。 

 

杉本保喜委員 そうすると２枚目の②のところは、成果を拡充するという理解

でいいということですかね。 

 

杉山企画政策課課長補佐 はい、そのように理解していただいて結構です。 

 

河野朋子副委員長 事業評価について随分、いろいろ研究されて前進したのか

なというふうに思いました。今、二つの視点から改善があったというこ

とで、１点目の事業の絞り込みですよね、政策的な事業に絞って、こう
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いう評価をしていくのはすごくいいことだと思うんですけど、結局これ

によって事業数がどれぐらい変わってきたのか、評価する事業は幾つぐ

らいになったのかお聞きいたします。 

 

宮本企画政策課企画係長 平成２９年度の事務事業評価の評価数は臨時的経費

の事業に絞り込みましたので、３０４事業を評価の対象事業として上げ

ています。ちなみに昨年の平成２８年度の事務事業評価の評価事業数は

９２１事業数となっています。 

 

河野朋子副委員長 集中してきちんと評価すべき事業に絞り込まれたというこ

とは大変いいことだと思います。それで今中身ですけど、先ほどもあり

ました活動指標と成果指標というところで、かなり難しいと思うんです

よね。今ざっと見た感じでは活動指標がほとんどで、成果指標という言

葉があんまり上がってこなかった。初めての表記なのでそうなったのか

もしれませんけど、本来、事業評価するときには成果指標というものを

ある程度捉えて、明記していくというふうに変えていくべきだと思うん

ですけど、現段階ではやはり３０４事業を見たときに、活動指標がほと

んど上げられているというような感じだったんでしょうか。この辺りは

いかがですか。 

 

和西企画政策課長 委員さん御指摘のとおり、活動指標しかないという事業も、

本日お配りした資料にもあるかと思います。この点につきましては、成

果指標自体を数値化することができるのかどうか、まずそれの検討が１

点と、成果指標で数値化できないものについては、例えば先ほど「意図」

のところがありましたが、「意図」の欄でしっかりと文章で、その成果

を見るというような改善を来年以降図っていきたいと考えています。目

的は何のためにやるのかというところですので、それが数値化できるも

のは数値化する必要があると思います。この例のように数値化できるも

のもあります。ただ、できないものについてはしっかりと文章を書くこ

とによって、事業担当課、企画政策課ともども、事業の目的、継続につ

いてどうつなげていくか、来年度以降どうつなげていくかの改善を図っ

ていきたいというふうに考えているところです。 

 

大井淳一朗委員 今後の方向性ということなんですが、成果とコスト投入の方

向性、二つの視点から、①から⑦番までされております。見ますと拡大

拡充がクロスするところが①番、現状維持と拡充するところが②番とい

うことなんですが、ぱっと見たところ拡充と縮小がクロスするところが
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③でと思ったら④なんですよ。縮小と現状維持が③なんですよね。この

数字の並び方にちょっと違和感を覚えたものですから、これについて理

由を教えてください。 

 

宮本企画政策課企画係長 ここの欄ですが、先ほど杉山が申しましたとおり、

ここの欄は他市の事例等も研究しながら作っていまして、特にちょっと

この３番４番という順番の意図は特になくて、他市の例でこの順番がほ

とんどだったものですから、この番号をそのまま本市でも採用している

という状況です。 

 

大井淳一朗委員 私も人のこと言えないんですけど、他市を参考にということ

で、どこまで参考にするかによるんですが、別にちゃちゃ入れているわ

けではなくて、ただ、１点指摘しておきたいのは、①が一番上、⑦が一

番下とかいう序列はないんですが、実は行政の目指すべき発想からする

と④が一番目指すべき発想なんですよね。コストを抑えつつ成果を上げ

ていく、これは難しいことなんですけどね。そういったことから順番に

落としていくというか、そういう形のほうが本当はいいので、今回はも

う既に出ていることなんで、今の意見を一つ参考にして、今後に持って

いく、つまり④が①で、②が②で、①が③とか、多分そういった形にな

るかと思いますので、また、その辺はこれからに向けて検討していただ

ければと思います。以上です。意見です。 

 

矢田松夫委員長 ほかにございませんか。なければ、ただいまの資料１、２を

含めた見方等についての質疑を終わります。それでは次に、執行部に２

９年度の決算の総括説明を求めます。着席のままで結構です。 

 

篠原企画部次長兼財政課長 平成２９年度山陽小野田市一般会計歳入歳出決算

認定につきまして、財政課から総括的な説明をいたします。お手元の議

案、歳入歳出決算書の５ページをお開きください。歳入歳出決算総括表

といたしまして、歳入額につきましては、前年度と比較して、財産収入

や繰越金、諸収入などの減があるものの、市税や県支出金、繰入金、市

債などの増により、１７億７，８５２万７，５４６円増の３２８億９，

８０７万５，６５２円となりました。歳出額につきましては前年度と比

較して、スポーツ交流施設整備事業や小・中学校非構造部材耐震対策事

業が終了し、また、公立大学運営基金積立金や財政調整基金積立金の減

があるものの、公立大学法人山口東京理科大学運営費交付金や薬学部校

舎建設事業、病院会計繰出金、新火葬場建設事業、学校給食共同調理場
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建設事業などの増により、１０億９，３１１万４５９円増の３１７億９，

０７７万１，１２９円となり、歳入歳出差引額は、１１億７３０万４，

５２３円となりました。このうち、３０年度に繰り越すべき財源６億８，

８６１万３，２９９円を除いた４億１，８６９万１，２２４円が残高と

なり、翌年度へ繰越しをいたしております。６ページ、７ページをお開

きください。歳入といたしまして１款市税から１０ページ、１１ページ

の２１款市債までの予算現額、調定額、収入済額などにつきまして、記

載をいたしております。また、先にお配りをしております「一般会計予

算決算常任委員会審査参考資料」も併せて御覧ください。歳入の主な内

容ですが、６ページ、７ページの１款市税につきましては、固定資産税

の土地や市たばこ税などの減がありましたが、市民税の法人税割や固定

資産税の償却資産などの増により、市税全体では、前年度と比較して、

以下、千円単位で、３億２，７１５万３，０００円増の９９億８，７２

０万４，０００円となりました。４款の配当割交付金につきましては、

対前年度１，２０７万１，０００円増の３，６８２万５，０００円。５

款の株式等譲渡所得割交付金につきましては、対前年度２，４２５万８，

０００円増の３，９１０万９，０００円となりました。また、６款の地

方消費税交付金につきましては、対前年度２，８６９万３，０００円増

の１０億５，７８７万８，０００円となりました。続きまして、８ペー

ジ、９ページの１０款地方交付税のうち、普通交付税につきましては、

基準財政需要額の算定におきまして、単位費用の見直しに伴う包括算定

経費や地域経済・雇用対策費などの減があり、基準財政需要額は減とな

りました。また、基準財政収入額におきましては、市町村民税法人税割

や地方消費税交付金などの減により、減となりました。普通交付税の算

定の特例、いわゆる合併算定替は、縮減３年目であり、その対象額２億

９，７７４万５，０００円の５０％、１億４，８８７万２，０００円が

縮減、減額されまして、普通交付税は、対前年度１，８４９万８，００

０円減の５３億５，９９１万８，０００円となりました。また、特別交

付税につきましては、対前年度３，９４４万６，０００円減の６億２，

０１７万９，０００円となりました。１２款分担金及び負担金につきま

しては、災害関連地域防災がけ崩れ対策事業地元分担金の皆増や、保育

所運営費負担金などの増により、対前年度９１５万円増の２億９，４８

０万７，０００円となりました。１３款使用料及び手数料につきまして

は、急患診療所診察料などの増がありましたが、有帆緑地処分場建設残

土処理手数料などの減により、対前年度１，４１０万６，０００円減の

５億４，３１９万５，０００円となりました。１４款国庫支出金につき

ましては、社会資本整備総合交付金や子どものための教育・保育給付費
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などの増がありましたが、生活保護費や臨時福祉給付金給付事業費など

の減により、対前年度３０９万９，０００円減の３６億４，１５６万１，

０００円となりました。また、１５款県支出金につきましては、国民健

康保険基盤安定費などの減がありましたが、介護施設等整備補助金や介

護施設等開設準備経費補助金、産地パワーアップ事業費補助金、県知事

選挙事務費の皆増などにより、対前年度３億９，２０７万９，０００円

増の２０億２，６１８万７，０００円となりました。１６款財産収入に

つきましては、やまぐち産業振興財団出捐金返還金の皆減のほか、市有

地売払収入などの減により、対前年度５，４２７万７，０００円減の３，

４９０万６，０００円となりました。１７款寄附金につきましては、企

業版ふるさと寄附金の減などがありましたが、ふるさと寄附金などの増

により、対前年度３３０万円増の４，４９８万３，０００円となりまし

た。１８款繰入金につきましては、まちづくり魅力基金繰入金の減があ

りましたが、財政調整基金繰入金や公立大学法人運営基金繰入金の皆増

などにより、対前年度１３億１，１６２万円増の１４億６１３万４，０

００円となりました。１０ページ、１１ページをお開きください。２０

款諸収入につきましては、長生園組合精算金の皆増や、生活保護費返還

金などの増がありましたが、大学施設整備負担金やＪＦＡサッカー施設

整備助成金の皆減などにより、対前年度６億４，５２３万４，０００円

減の６億６，６２３万５，０００円となりました。２１款市債につきま

しては、小・中学校施設耐震化事業債の皆減などがありましたが、火葬

場整備事業債や埴生地区複合施設整備事業債のほか、給食施設整備事業

債などの増により、対前年度７億８，６４２万５，０００円増の６３億

６，１０５万８，０００円となりました。次に、１２ページ、１３ペー

ジをお開きください。歳出といたしまして、１款議会費から、次の１４

ページ、１５ページの１３款予備費までの予算現額、支出済額、不用額

などを記載いたしております。歳出の主な内容につきまして、目的別に

見ますと、１款議会費につきましては、議会公用車購入費の皆減などに

より、対前年度２８０万５，０００円減の２億４５１万１，０００円と

なりました。２款総務費につきましては、社会保障・税番号制度に対応

するための電算システム改修委託料や住民情報系電算システム賃借料、

スポーツ交流施設整備事業費、参議院議員選挙費、公立大学法人運営基

金積立金の皆減や、退職手当や財政調整基金積立金などの減がありまし

たが、市民館整備事業費や厚狭地区複合施設整備事業費、市議会議員選

挙費、県知事選挙費、衆議院議員選挙費などの皆増のほか、退職手当基

金積立金やふるさと支援基金積立金、市長選挙費、大学事業運営費交付

金、大学校舎建設事業費などの増により、対前年度９５１万３，０００
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円増の８４億５，６３４万円となりました。３款民生費につきましては、

地域介護・福祉空間整備交付金や陶好会館整備工事、長生園負担金、病

児保育施設整備補助金の皆減のほか、国民健康保険特別会計繰出金や就

労移行支援給付費、なるみ園事業費、臨時福祉給付金費、児童手当、生

活扶助費、医療扶助費などの減がありましたが、介護施設等整備補助金

や介護施設等開設準備経費補助金、児童クラブ施設整備補助金の皆増の

ほか、介護保険特別会計繰出金や就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）給付費、

児童発達支援給付費、放課後デイサービス給付費、自立支援医療給付費、

後期高齢者医療特別会計繰出金、子育て総合支援センター整備事業費、

私立幼稚園運営費などの増により、対前年度１億７，１３４万９，００

０円増の１０２億３，４５８万２，０００円となりました。４款衛生費

につきましては、旧焼却施設煙突解体撤去工事の皆減や、水道事業出資

金、健康診査委託料、浄化槽設置整備事業補助金などの減がありました

が、病院会計繰出金や新火葬場整備事業費などの増により、対前年度５

億３，９８９万１，０００円増の２７億８，５２０万２，０００円とな

りました。５款労働費につきましては、小野田勤労青少年ホーム軽運動

室外壁改修事業の皆減や、雇用能力開発支援センター整備事業の減など

により、対前年度２，４２６万７，０００円減の５，８８５万３，００

０円となりました。６款農林水産業費につきましては、後潟上地区の土

地改良事業にかかる県事業負担金の減などがありましたが、産地パワー

アップ事業費補助金や漁港・海岸長寿命化・老朽化対策計画策定業務委

託料の皆増などにより、対前年度７，８０１万９，０００円増の５億２，

１５１万９，０００円となりました。７款商工費につきましては、金融

機関預託金などの増がありましたが、産業再配置促進環境整備国庫補助

金返還金の皆減や、工場設置奨励金の減などにより、対前年度５，５３

５万３，０００円減の４億６，１６８万４，０００円となりました。８

款土木費につきましては、道路台帳整備委託料などの減がありましたが、

浜河内緑地トイレ改修工事の皆増のほか、下水道事業特別会計繰出金や

小野田駅前地区都市再生整備計画事業などの増により、対前年度３億４，

５７７万９，０００円増の２３億９，１２３万円となりました。続きま

して、１４ページ、１５ページの９款消防費につきましては、非常備消

防費におきまして、小型動力ポンプ購入費の皆増のほか、消防団員退職

報償金や消火栓修理負担金の増がありましたが、宇部・山陽小野田消防

組合分担金の減などにより、対前年度４，０８４万６，０００円減の１

０億８５１万５，０００円となりました。１０款教育費につきましては、

小・中学校非構造部材耐震対策事業や赤崎公民館エレベータ設置事業、

旧厚狭図書館解体事業の皆減や、旧厚狭公民館解体事業の減などがあり
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ましたが、厚狭中学校屋内運動場床改修事業や埴生中学校屋上防水事業

などの皆増のほか、退職手当や中央図書館空調設備更新事業、埴生地区

複合施設整備事業、学校給食共同調理場建設事業などの増により、対前

年度２億４，５２０万３，０００円増の２６億８，０１９万７，０００

円となりました。１１款災害復旧費につきましては、道路橋りょう河川

災害復旧費や農業施設災害復旧費の皆減により、対前年度４，４４１万

５，０００円減の２万７，０００円となりました。１２款公債費につき

ましては、一時借入金利子は増となったものの、地方債元金償還金、利

子償還金は、いずれも減となり、対前年度１億２，８９５万８，０００

円減の２９億８，８１１万１，０００円となりました。次に、歳出にお

きまして、性質別の決算額につきまして説明させていただきます。お手

元の「平成２９年度決算に係る主要な施策の成果その他予算の執行等の

実績報告書」の５４ページをお開きください。５４ページの中段から下

になりますが、「２歳出の状況」の表につきまして、性質別におけます

主なものを説明いたします。人件費につきましては、特別職給与や職員

給与、特別職を含む退職手当などの増により、対前年度８，７０６万円

増の３８億３，３５２万１，０００円となりました。扶助費につきまし

ては、臨時福祉給付金や生活保護費などの減がありましたが、就労継続

支援（Ａ型・Ｂ型）給付費や児童発達支援給付費、放課後デイサービス

給付費、私立幼稚園運営費負担金、長生園組合の解散による老人保護措

置費などの増により、対前年度１億２，７９２万２，０００円増の６２

億８，１０１万６，０００円となりました。補助費等につきましては、

長生園組合負担金や長生園組合に対する老人保護措置費、産業再配置促

進環境整備国庫補助金返還金の皆減のほか、工場設置奨励金や宇部・山

陽小野田消防組合負担金などの減がありましたが、市長・市議会議員選

挙における選挙公営負担金などの皆増のほか、山口東京理科大学運営費

交付金や病院事業会計繰出金などの増により対前年度９億１，２３７万

５，０００円増の４３億６，５８５万３，０００円となりました。公債

費につきましては、定時償還にかかる地方債元金や地方債利子などの減

により、対前年度１億２，８９５万２，０００円減の２９億９，１７３

万５，０００円となりました。積立金につきましては、ふるさと支援基

金積立金や退職手当基金積立金などの増がありましたが、財政調整基金

積立金や公立大学法人運営基金積立金などの減により、対前年度１４億

４，４４３万円減の３億３，７３７万１，０００円となりました。繰出

金につきましては、国民健康保険特別会計繰出金の減がありましたが、

介護保険特別会計繰出金、下水道事業特別会計繰出金などの増により、

対前年度４，４４４万６，０００円増の３７億２，８２０万２，０００
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円となりました。投資的経費につきましては、普通建設事業におきまし

て、スポーツ交流施設整備事業や学校施設非構造部材耐震化事業の皆減

などがありましたが、市民館整備事業の皆増のほか、埴生地区複合施設

整備事業や山口東京理科大学薬学部校舎建設事業、新火葬場建設事業、

小野田駅前地区都市再生整備計画事業などの増により、対前年度１７億

２，８３５万１，０００円増の７０億６，８８５万９，０００円となり

ました。また、災害復旧事業費は、皆減となりました。次に、議案、歳

入歳出決算書にお戻りをいただきまして、一般会計歳入歳出決算に関す

る説明書につきましては、歳入は７２ページから、歳出は１２６ページ

から掲載いたしております。また、２９７ページには、実質収支に関す

る調書、２９８ページから３１０ページには、財産に関する調書を掲載

しております。最後に、財政健全化判断比率等を除いた財政指標ですが、

財政力指数は３か年平均で、対前年度０．０２３ポイント減の「０．６

３７」、単年度では対前年度０．００８ポイント減の「０．６１４」と

なっております。また、経常収支比率につきましては、臨時財政対策債

を経常一般財源とした指数で、対前年度１．０ポイント減の「９０．３％」

となっております。以上、一般会計歳入歳出決算につきましての総括的

な説明をいたしました。御審査のほど、よろしくお願いいたします。 

 

矢田松夫委員長 執行部の説明が終わりました。質疑については各分科会で該

当部分の審査の際に行いたいと思いますが、総括説明でどうしても質問

をしたいということがありましたら、ここでお願いしたいと思います。

（「なし」と呼ぶ者あり）質疑を終わります。以上で一般会計予算決算

常任委員会を閉会いたします。 

 

 

午後１時５０分 散会 

 

 

 

平成３０年８月３１日 

一般会計予算決算常任委員長 矢 田 松 夫 


